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第三章 移植される国家と民主主義の定着 

― アフリカ諸国における政治制度と民主主義の考察 ― 

片岡 貞治 
 

１．はじめに 

アフリカにおいては、アジアなどの他の第三世界と同様に、国家の諸制度や機構を通じ

て、国家自体が、一種の輸入製品であると全般的に認識されている。事実、その建設は、

西欧の帝国主義による拡大と一般に「世界化」或いは「グローバル化」と形容され得るプ

ロセスの結果である。果たしてこうした移植は、これまでしばしば確認されているように、

失敗に終わったのであろうか。 

この問題は、実際に、現在の国際社会を揺るがし、多くの人々を動員させる様々な政治

問題の隠された一面なのである。民主的な要求の頓挫、イスラム原理主義やナショナリズ

ムの台頭、民族浄化オペレーション、紛争の地域化などは、国家の移植の失敗の結果なの

であろうか。 

アフリカの政治システムの研究の多くは、全体の事象を追う余りに、国家統合の意義、

アフリカの社会支配現象などを過大評価することをしばしば避けることが出来なかった。

伝統の充実性と浸透性、近代化や国民的コンセンサスのしからしむ必要性、強制や依存に

立脚した体制などの要素を説明するだけで十分であると考えられてきた。サブサハラ・ア

フリカ諸国における政治的現実の中にある力学や葛藤については研究されていなかった。

つまり、政治制度及び法制度成立の過程、その重要性、その機能の仕方、社会関連集団と

の関わり方などまで掘り下げた研究がなされなければならない。アフリカ諸国の政治制度

や政治の成り行きを普遍化、グローバル化、西欧化、或いは特殊アフリカ的問題といった

共通の型にはまった枠として捉えることは困難なのである。 

サブサハラ・アフリカ諸国の任意の国には、大抵の場合、極めて複雑な政治体型がある

ことが確認される。それは、独立以後の国家が、世界の政治・経済システムに一主権国家

として入っているにもかかわらず、植民地時代以前の社会形態と無関係には理解され得な

いということである。言いかえれば、植民地時代と旧宗主国への依存という形態はアフリ

カ社会に固有の歴史性における再展開に過ぎないということである。その歴史性の再展開

が西欧型国家や制度の「移植」という側面と如何なる係わり合いを持っているのかを検討

していく必要がある。 

本稿は、主に旧宗主国フランスより移植されたフランス語圏アフリカ諸国の政治制度に
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着目し、フランス語圏アフリカ諸国における議会と行政府の関係を分析、検証し、アフリ

カ諸国における民主主義及び政治のあり方、民主主義の定着度合い等について考察してい

くことを目的としている。 

 

２．制度の移植（フランス語圏アフリカ諸国の憲法＝フランス第五共和制憲法の模倣） 

（１）フランス語圏アフリカ諸国＝帝国主義の産物 

フランス語圏アフリカ諸国は、フランスの帝国主義の産物であり、植民地の生まれ変わ

りである。従って、フランス語圏アフリカ諸国が、植民地帝国であったフランスの政治制

度を模倣し、その特徴を引き継いだことは、当然の成り行きであった。それは、旧宗主国

フランスが望んでいたと同時にフランス領アフリカ諸国の指導者も望んでいたし、そのよ

うに模倣せざるを得ない状況にあった。事実、フランス語圏アフリカ諸国の指導エリート

層は、欧州文化を憧憬し、フランス文化に精通し、その文化的土壌に浸っていたし、政治

制度のみならず、教育社会制度も模倣することを厭わなかった。こうしたエリートにとっ

て、近代化とは欧州化に他ならなかったのである。独立を達成し、主権を獲得し、国際社

会に対して一主権国家として登場した際に、うら若きアフリカ諸国は、皆押しなべて一様

に、近代化という洗礼として、成文憲法を制定する。その憲法が、旧植民地帝国の憲法政

治制度をモデルとするのは当然のことであった。 

フランス語圏アフリカ諸国は、第四共和制下で、「海外領土」となり、ガストン・ドゥ

フェール海外大臣が提案し、1956年６月23日に発効した「枠組み法1」、1958年10月４日の

ド・ゴール憲法という段階的な脱植民地プロセスを経て、ド・ゴールが創設したフランス・

アフリカ共同体の中で、共同体の加盟国として、「自治国家」のステータスを獲得した。フ

ランス語圏アフリカ諸国は、それぞれ、共同体の枠組みの中で、「憲法」を有した。その各

国の憲法に対しては、フランスが権限の中の権限を行使していたので、各国憲法はフラン

ス第五共和制憲法の娘のように存在していた。フランス語圏アフリカ諸国の憲法は、独立

を達成した後、多くの諸国が一院制の議院内閣制から大統領制を採用するなど変化してい

くが、その変化の過程においてもフランスの政治制度変化の影響を受けていた。 

 

（２）英語圏アフリカ諸国における移植 

参考までに、フランス語圏アフリカ諸国が、フランスの第五共和制憲法や政治制度を移

植したように、英語圏アフリカ諸国は主にイギリスの憲法を模倣した。実質的な成文憲法

がなく、数々の慣習法の集合体であるイギリス憲法の中でも、特に成文になっている部分
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を英語圏アフリカ諸国は移植したのである2。政治制度や議会制度は、イギリスの大臣法や

議会法に範を取った。イギリスの憲法の特色は、議会主権であった。議会主権の理論は、

議会が唯一の、絶対的で且つ最終的な立法機関であると主張する理論である。イギリスに

は違憲立法審査制がない。スイスの憲法学者ドロルムは「イギリス議会は男を女にし、女

を男にすること以外は何でも出来る」と述べた。そして、議会法上で、「議会」を構成する

のは、国王、貴族院、庶民院の三者である。法律はこの三者の同意によって成立する。三

者の関係は、長い間の不断の抗争によって変化を繰り返し、主権者の実態は、国王から議

会、議会から庶民院へと移動した3。国王主権が議会主権に、議会主権が庶民院主権に、庶

民院主権が政府主権に移り変わっていったことがイギリス民主主義の底流なのである。 

政府が政治をリードし、議会がこれに批判を加え、チェックを行う。政府による責任あ

る指導と議会における責任ある批判の結合がイギリス民主主義のエッセンスなのである。

国王対貴族、国王対議会、内閣対議会、政府・内閣・与党対野党と対立の構図を変えなが

らも、二元的な行政府対立法府という政治構造の相互作用は変わらなかった。これがイギ

リス議会政治の本質であり、成熟した議会制民主主義の姿なのである。 

こうしたイギリスの議会制度のエッセンスを英語圏アフリカ諸国は模倣したはずである

が、実際に行っていたのは換骨奪胎であった。例えば、英語圏アフリカ諸国においては、「議

会」の構成単位の一つである「国王」に行政府の長である大統領を置き換えて、大統領権

威主義的政治体制が作られていった。議会は大統領及び政府の決定事を追認する単なるラ

バー・スタンプとなっていたのである。 

 

（３）フランス第五共和制の特徴とフランス語圏アフリカ諸国の政治制度 

（イ）第五共和制憲法＝着想のモデル 

フランス語圏アフリカ諸国は、独立前の1959年に「フランス・アフリカ共同体」の枠組

み内で憲法を制定する。俗に59年憲法と言われる。この最初の憲法は、フランスの第五共

和制憲法を模倣し、その順序を入れ替え、換骨奪胎したものであった。アフリカ諸国の最

初の憲法におけるフランスのモデルの直接の影響は、その政治制度、取り分け、行政府の

立法府に対する優越性、行政府の強化、議会の合理化等によって明確に特徴づけられてい

た。 

独立後（60年代前半）、フランス語圏アフリカ諸国各国は、「共同体」内で制定した最初

の憲法やフランス第五共和制憲法に囚われずに、自由な憲法を制定することが出来たが、

フランス憲法をモデルとして、自国の憲法を作り上げた。59年憲法は「共同体」内で本国
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フランスより押し付けられた憲法という色彩が強かった。それに対して、独立後の憲法は、

自らの意思で作り上げたものであった。フランス語圏アフリカ諸国の指導者は、自らの意

思で選択して、フランス憲法をリファレンス及び着想のモデルとして採用し、自国憲法を

制定したのであった。特に、フランス憲法4の主たる特徴（行政府の議会に対する優越性、

議会の権限の制限、議会の合理化等5）をそのまま引き継いでいった。 

 

（ロ）フランスにおける第五共和制憲法制定の背景 

フランスが抱えていたアルジェリア問題という深刻な問題を解決するために復帰した

ド・ゴールにとって、第五共和制憲法の制定は、第三共和制、第四共和制の議会中心主義

を葬り去る試みであった6。アルジェリア問題を解決させるためには、大統領の強力なリー

ダーシップが必要であった。第三共和制、第四共和制と100年近くに亙り、脈々と続いた伝

統的な議会中心の政治制度を解体し、強力な行政府の確立を目指す必要性に迫られていた。

ド・ゴール個人のカリスマ性にも起因する。かくして、行政府は強化され、議会は、「合理

化（健全化）された議会制度（Parlementarisme rationalité）」のもとで権限を縮小される。 

アルジェリア問題は、第四共和制の議会政治の無能力をさらけ出した。第三共和制、第

四共和制下では、小政党が分立し、議会に安定した多数派が存在しない限り、議会に堅固

な基盤を持てない内閣は短命で、目まぐるしく首相及び内閣が変わり、政治が不安定であっ

た。政党間の利害のコンセンサスによって、首相が決まり、対立すると首も挿げ替えられ

るという状況であった。行政府は議会に対して圧力をかけられず、議会での政党間の利害

対立の依存され、脆弱で、従属的な関係を余儀なくされた。 

こうした関係を壊し、行政府、執行権を強化し、議会の力を制限し、権力分立を徹底さ

せることが第五共和制憲法制定時の主たる目的であった。また、第五共和制は、パリ出身

者（パリジャン）の巻き返しでもあった7。 

半大統領制は、フランス独自の中間形態で、イギリスの議院内閣制及び米国の大統領制

と基本的に異なっている。米国の場合は、行政府の首長である大統領は議会に対して責任

を負わないし、議会解散権を有していない。イギリスでは、国家元首たる国王は、首相の

実質的な任命権はなく、政治的な役割は名目上のものである。政治的な実権を握っている

のは、首相であり、首相及び首相率いる内閣は議会に対して責任を有し、議会解散権も有

している。フランスにおいては、大統領は、議会に対して責任を有していないが、大統領

が任命する首相と政府が議会に対して責任を有し、大統領は議会解散権を持っている。首

相が議会のみならず大統領に対して責任も有しており、その意味で二元的議院内閣制とか
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双頭制とも言われている。 

 

（ハ）第五共和制憲法の特徴のアフリカ的活用 

フランス語圏アフリカ諸国では、全ての諸国が、ド・ゴールの第五共和制憲法を移植し

たにもかかわらず、二つの傾向が存在した。西部アフリカの協商評議会（Conseil de l’entente）

グループ、即ち、コート・ディヴォワール、ダオメイ（現在のベナン）、オートゥ・ヴォル

タ（現在のブルキナ・ファソ）、ニジェールは、大統領制を採用した。他のフランス語圏ア

フリカ諸国は、双頭の執行権を認めた議院内閣制、即ちフランスの半大統領制に近い議院

内閣制を採用していった。カメルーン、セネガル、マリ、チャド、マダガスカルは、1963

年までは、大統領を行政府の長とした議院内閣制を採用していた。議会に責任を有する大

統領であった。1963年以降は、大統領が議会に責任を有さない大統領制が普遍化した。そ

の後、単一政党制の確立と相俟って、その大統領制は、１人の人間に権力が集中する権威

主義的な独裁政権体制とその姿を変えていった。1970年代以降は、フランス語圏アフリカ

諸国は一様に、フランス式の半大統領制を採用していった。大統領の権力強化には好都合

であったからである。権威主義的な独裁体制或いは軍事体制は、旧宗主国フランスから移

植した第五共和制憲法の行政府の優越性と権限強化という特徴を巧みに活用し、恣意的な

憲法改正8を繰り返し、強力な独裁体制9を制度上確立していったのである。 

議会に関しては、ド・ゴール第五共和制憲法同様に、議会システムの合理化がフランス

語圏アフリカ諸国各国の憲法の中で確認されていった10。制度的には、植民地時代の名残り

から、多くの諸国が一院制である11。議会は、立法府であり、行政府に対するチェックとコ

ントロールを行うところであるが、その機能は制限されている。フランス同様に議員の政

府閣僚との兼職12を禁止し、法律と条例の区分を明確化し、行政府にデクレやオルドナンス

による行政立法権を付与し、予算法案に関する議会の権限を制約することなどを憲法上確

立させた。立法過程も同様であり、フランスの立法過程13をそのまま踏襲し、行政府の優位

性を維持している14。 

フランス第五共和制特有の行政府の強大化という特徴を移植し、模倣し、アフリカ流に

加工したとは言え、独立後フランス語圏アフリカ諸国において、憲法は、政治的関係の規

範化の機能を果たした。その後、幾度となく、行政府が更に優位になるように、憲法改正

が行われたが、法の分野での政治的議論が可能になった。旧宗主国の制度の移植は、民主

主義の足場作りには貢献したのである。 

行政府に強い権限を与える第五共和制憲法のフランス語圏アフリカ諸国への移植は、独
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立したばかりの諸国の政治の安定化にも貢献した。一方で、この移植は、実は不完全なも

のであり、立法府の弱体化と行政府の肥大化の原因となり、大統領独裁の権威主義的体制

を生み出す遠因ともなっていたのである。つまり、フランス憲法の不完全な移植により、

民主主義的な制度としては機能不全に陥ったのである。 

 

３．フランス語圏アフリカ諸国における民主化と複数政党制導入フィーバー 

ベルリンの壁崩壊を象徴とする冷戦構造崩壊後、サブ・サハラアフリカ諸国においても、

政治体制の性格に大きな変化が起こった。憲法改正・民主化・複数政党制導入フィーバー

の衝撃波が最も大きかったのは、中東欧諸国である。次に続いたのがアフリカ諸国である。 

1960年代に雨後の筍の如く、多くの植民地が宗主国から独立したように、これまで単一

政党制或いは軍事独裁制を敷いていた諸国が、1989－94年の間に、単一政党制を脱し、複

数政党制を導入した。複数政党による選挙が実施され、平和的な権力委譲が行われる国も

出てきた。これらの事実からは、アフリカで民主主義が強化されつつあるように見える。 

他方で、一層の民主化へ向けた政治制度の変化であると思われてきたことが、実際には

表面的な現象に過ぎなかったことを示す徴侯もある。表面と中身は民主主義へ移行には違

いないが、必ずしも西欧で理解される意味での民主化ではない。 

この流れをフランス語圏アフリカ諸国に目を移すと、正に、真の憲法改正・複数政党制

フィーバーが、フランス語圏アフリカ諸国を覆い包むのである。 

冷戦構造の崩壊した1990年以来、複数政党制政治の衝撃波は、フランス語圏アフリカ諸

国の政治体制を根本から変革し続けた。ベナンは、1990年２月19－28日に「国民会議」

（Conférence nationale）を開催し、同年12月２日に憲法を採択し、パイオニア的役割を果

たした。ガボンにおいては、ボンゴ大統領が、1990年３月23日から４月19日にかけて、「国

民会議」を召集し、５月22日に、複数政党制を導入した改正憲法を起草する。コンゴ（共）

においては、同じく1990年９月29日に、国家元首であるサッスー・ンゲッソー率いるコン

ゴ労働党が、複数政党制導入を決定する。1991年２月25日から６月10日まで、「国民会議」

が開催され、暫定のための政治制度が組織された。 

コート・ディヴォワールにおいては、ウフエット・ボワニ大統領が、1990年５月31日に、

９つの野党勢力の活動を合法化した。マリでは、コナレ大統領が、1990年８月17日に複数

政党制への移行を懇願する「国家元首への書簡」を公開し、翌年７月29日から８月12日に

開催された「国民会議」において、複数政党制を網羅した憲法案が採択された。ニジェー

ルにおいては、1990年11月15日に、ストライキ運動に直面していたサイブ大統領が、複数
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政党制を承諾し、関係政党に対して、同意の申請書を提出することを促した。91年７月29

日には、主権を有する「国民会議」が開催された。カメルーンにおいては、90年12月６日

に、議会が複数政党制に関する政府法案を採択した。最初の議会選挙が92年３月１日に行

われた。 

複数政党制へのこうした動きは、1991年に更に広がる。ブルキナ・ファソにおいては、

政党を認める法案が1991年１月18日に可決された。新憲法は、６月２日の国民投票によっ

て批准された。モーリタニアにおいては、1991年７月13日公布の憲法は、政党の組織への

道を開いており、最初の政党は、８月24日に許可された。1974年来、複数政党制を導入し

ているセネガルにおいては、社会党のディウフ大統領は、野党勢力のリーダー、ワド15率い

るセネガル民主党と、1991年４月８日に連立政権を組織する。トーゴにおいては、1991年

７月10日と８月28日に「国民会議」が開催される。1994年２月20日に行われた国民議会選

挙においては、野党勢力が勝ち、エヤデマ大統領とコジョー首相率いる政府との「保革共

存」政権に突入した。中央アフリカでは、91年４月22日に、コリンバ大統領は、250に亙る

政治団体の複数政党制導入の示威運動に与し、複数政党制を採用する。この示威運動は、

数ヶ月前より始まっていたものであった。ギニアでは、政党の組織に関する憲章を採択し

た後、1992年３月17日、22の政党が登録を行った。チャドでは、1993年１月15日から４月

７日にかけて、「国民会議」が開催される。 

この複数政党制・民主化フィーバーは、感染症の如く、普遍的に伝播する。ポルトガル

語・スペイン語圏にも波及するのである。カーポ・ヴェルデでは、長きに渡り非合法され

ていた野党勢力「民主主義の為のムーブメント」が、1991年１月12日の国民議会選挙で勝

利する。ギニア・ビサオでは、1991年５月８日に、複数政党制に関する法案が成立した。

サン・トメ・プリンシペでも、1991年１月20日に、野党が国民議会選挙において勝利し、

過半数の議席を獲得している。赤道ギニアでは、複数政党制は認められたが、1991年の11

月22日の憲法は、国外に退去中の、野党勢力の指導者の参加を排除している。 

 

４．フランス語圏アフリカ諸国における民主主義の定着 

複数政党制が導入されてから、現在13年が経過するが、アフリカ諸国に政治的多元主義

による民主主義は根付いたのであろうか。民主化の動きは、不可逆のものになっている。

しかし、民主主義的制度というものは、そもそも、歴史や文化の産物であり、それらを反

映していなければならない。 

今日では、これまで述べてきたとおりに、西欧の政治権力システムの皮相的な移植が普
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遍化しているが、必ずしもその移植が成功し、民主主義が定着しているとは言えない状況

にある。アフリカ諸国において、歴史や文化を反映した民主主義の定着は可能なのであろ

うか。アフリカ諸国における民主主義の定着度合いを議会の問題も含めて様様な側面から

分析する16。 

 

（１）政権交代のメカニズム 

民主的政治秩序を成り立たせる手続き、特に政権交代のメカニズムと選挙に関しては、

殆どの国で例外なく民主的な選挙で大統領や議員が選出されている。単一政党制の時は、

選挙が行われたとしても、それは単なる承認であり、任命の如きものに過ぎなかった。複

数政党制の場合には選択の余地がある。民主的な選挙によって定期的に政権交代が行われ

ているからといって、それが民主主義の定着に繋がったり、政治の安定化をもたらすとは

限らない。ブルンディの例が典型的な悪例である。 

政権交代のメカニズムとは、選挙の勝者が統治し、敗者が政権を去ることを保証する法

的枠組みを指す。また、選挙は自由な競争のための諸条件が整ったものでなくてはならな

い。適正な手続きなくして政治の自由化はなく、定期的な選挙実施により民主主義が深化

していくと考える者もいる。しかし、これまでのアフリカ諸国の政治行動に見られるよう

に、選挙が単に単一政党制国家から他の単一政党制国家に移行するための手段と化してい

る場合もあり、複数政党制による選挙の定期的実施だけでは民主主義への移行の成立とは

必ずしも言えないのである。 

 

（２）「国民会議」 

次に、民主化の前提条件のように頻繁に開催された「国民会議」に注目する。「国民会議」

は、独立したもので、主権を有している場合もあれば、単なる諮問機関の場合もあるが、

大きな政治社会の運動を反映するものであった。「国民会議」は、フランス語圏アフリカ諸

国に固有の、1789年の全国三部会「états généraux」の精神を引き継いでいるものであっ

た。 

フランス語圏アフリカ諸国の民主化の際に組織された「国民会議」は、複数政党制の導

入が不可逆であることを示したものであった。「国民会議」によって、根の深い民主主義的

政治システムが構築されたとしても、或いはまた終わりのない変化の激動の中に国が埋没

してしまったとしても、何れにしても、単一政党制の政治体制にはもはや後戻りできない

という事実がアフリカ諸国に突きつけられ、多元主義的な民主主義への変革を受け入れよ
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うとしない単一政党制の体制が問題視されたのである。無論、「国民会議」という方式は、

ある一定の時期に突きつけられた問題に対する一時的な解答であった。「国民会議」は万能

薬でもないし、普遍的な解決策でもなかったのである。 

「国民会議」は、全国三部会のように政治的空間を開放したが、時には、否定的なエネ

ルギーも解き放った。政治空間の開放と拡大は、「食べる政治17」と言われる汚職の横行を

も助長したのである。事実、アフリカ諸国の国家は、制度や機構として認識されていない。

大抵の場合、アフリカ諸国の国家の指導者及び官僚は、「制度的なメンタリティ」を欠いて

いる。政治上の責任は、しばしば世襲財産として認識され、真の危険性は、「化粧民主主義」

の構築にあるのである。「民主化」が、独裁政権のお色直しに過ぎないという考え方である。

権力の分立を謳いながらも、カギとなるポストに政権の意のままの人物を任命することに

よって、権力の本質を蔑ろにしている実態である。 

 

（３）議会 

アフリカ諸国の議会は、制度的には、三権分立の一翼を担う権力機関として、憲法上、

立憲の最高機関として、その正統性を付与されており、行政府に対する管理・監視機能を

有している。しかしながら、議会の行政監視機能は、議会自体の能力の欠如、人的・物的・

財政的資源の欠如、議員の調査能力及び知識の欠如、情報や技術の欠如、支援スタッフの

不足、議員の専門知識（法律、政治、経済等など）の不足、物理的な機材、委員会室の不

足など諸々の理由から、行政府には対抗できず、充分に機能していない18。 

また、これまでのフランス語圏アフリカ諸国における制度の「移植」問題に関する議論

で見られるように、フランス語圏アフリカ諸国の議会は、制度上、行政府の優位性が確立

されているために、能力の欠如に加えて制度上のハンデという二重のハンディキャップを

背負っているともいえる。 

議会政治において、特に行政府の立法府に対する優位性が明確に現れるのは、予算審議

においてである。なぜなら、国家予算は、政府内で準備された後に、予算委員会に付託さ

れるからである。また、議会は、予算の準備段階において、内容も知らされず、内容につ

いての議論にも参加できないし、行う時間や可能性も与えられていないからである。出来

上がったものに賛否の意見を述べるだけに過ぎないからである。 

正しく機能する議会とは、選挙のメカニズムで敗れた勢力が、野党として有効に機能し、

勝利者に対して正統に監視機能を行使することができるものをいう。正しく機能する議会

は、更に政府に対し直接に、政治的アカウンタビリティを問う力を付与されていなければ
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ならない。不信任投票の権限や議員立法などで行政府をコントロールする力を有していな

ければならない。しかし、大抵の場合、アフリカ諸国の議会は行政府の決定を追認するだ

けのラバー・スタンプ議会となっている。 

また、各国の議会が各々の政府をコントロールできない現状が続くのであれば、フラン

コフォニや「ピア・レヴュー」を掲げているAUなどの超国家的機関が各国の行政府を一定

の形でコントロールする権限を有するように制度を変えていかなければならないのかも知

れない。 

 

（４）オンブズマン制度 

アフリカの民主主義政体の様相とは如何なるものであろうか。アフリカ諸国のイデオ

ローグ達は、「交渉された権利」及び「コンセンサスの追求」を強調する。西欧の概念は、

「押し付けられた権利」であると捨象する。つまり、西欧の概念では、人間を創造し、人

間に命令を与えた神のように、国家は権利と社会に普遍的な規範を与えるのである。アフ

リカ的な概念においては、集団の凝集性を常に維持しようという懸念が支配する。紛争や

揉め事の解決の際には、夫夫が最小限の満足を抱くように解決策は考慮されなければなら

ないのである。「交渉された権利」と「押し付けられた権利」とをうまく連動し、紛争や揉

め事のインフォーマルな解決方法に場所を譲らなければならないのである。 

こうした懸念によって、北欧式の「オンブズマン」に着想を得た「メディアトゥール19」

システムが、フランス語圏アフリカ諸国において誕生した。「メディアトゥール」は、粗野

な制度であるが、とりわけ、フランス語圏アフリカ諸国の内情に順応したシステムである。

調停は、紛争や揉め事の二者択一的な解決方法であり、中立で独立し、制裁に関する一切

の権力や権限を有さない第三者を中心に組織され、同意や協調を基軸とした解決方法であ

る。その主要な役割は、自由に同意された長続きのする解決策の自発的に探し出すことを

容易にするために関係当事者の間に入り込むことである。 

 

（５）単一政党制国家から法治国家へ 

（イ）行政府のコントロール機構＝憲法裁判所 

1990年以降の、フランス語圏アフリカ諸国の憲法は、それが新憲法であろうと改正憲法

であろうと、法治国家の建設と独裁体制の終焉を声高に宣言している点で共通している。

しかし、単一政党国家或いは世襲財産型国家から、規範による価値体系と全体の利益の代

表制の上に立脚する法治国家への移行は如何になされたのであろうか。様様な権力機構の
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コントロールとチェックという役割において、憲法裁判所は如何なる役割を果たしている

のであろうか。こうした機構は、権力機構から独立しているのであろうか。また、これら

の機構は、多くの行政不服申し立てを受理しているのであろうか。 

1990年以前は、多くの諸国が、オスマントルコの君主制度を模範にしたような独裁政治

体制によって統治されていた。こうした諸国において、正にそのような独裁政府において、

複数政党制と自由競争に基づく直接選挙制度が導入され、開かれた枠組みへの変化が行わ

れたのである。時には、現職が敗れる波乱も生じた。言論の自由が保障され、自由なマス

コミが登場してくる。全体としての結果は、ポジティブである。紛争状態に突入した諸国

や以前の状態に舞い戻った諸国を除いて。何故なら、一般市民に生活の改良への期待をも

たらしたからである。 

しかし、民主化への動きは、見せ掛け、独裁政権の存続を可能にした金箔に過ぎないと

見る向きもあった。夥しい数の憲法改正とその繰り返しは如何に説明できるであろうか。

確かに、フランス語圏アフリカ諸国が移植した旧宗主国フランスの第五共和制憲法は軟性

憲法であった。民主主義が根本にまで定着していないことの現れであろうか。 

議会に最高の審査権を付与し、議会以上の審査機構を有さず、従って憲法裁判所を持た

ないイギリスの政治制度及び議会制度を移植した英語圏アフリカ諸国においては、憲法裁

判所の設置は稀であるが、旧宗主国フランスと同様に憲法裁判所が組織されているフラン

ス語圏アフリカ諸国においては、憲法裁判所は大きな役割を果たしている。しかし、その

機能は、憲法裁判所の判事が如何に民主主義的に任命されるかによって左右される。フラ

ンスにおいては、大統領及び両院の議長によってそれぞれ３名ずつ任命されるが、フラン

ス語圏アフリカ諸国においては、しばしば、大統領が全判事を任命する仕組みになってい

る。しかし、トーゴとニジェールにおいては、判事の任命は非常にバランスの取れたもの

となっているし、政治的な任命を排除しようとしている。大統領、弁護士団、大学法学部、

人権委員会がそれぞれ１人の判事を任命し、司法官組織が２人の判事を任命する。また、

この構成上の問題以上に、それぞれの判事が憲法裁判所の意義を理解しているため、憲法

裁判所がその役割の重要性を認識しているのである。ベナンの憲法裁判所においては、国

民の権利と自由の保護を所掌としている。如何なる国民も、法的な通信や手紙だけで、憲

法裁判所に付託することが出来る。ニジェールの憲法裁判所は、対立していた大統領と首

相のコアビタシオン規制することに成功した。マダガスカルでは、憲法裁判所が、憲法を

蹂躙したという理由から、1996年７月26日にザフィー大統領を罷免している。 
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（ロ）外圧と民主化 

国際社会及びフランスの圧力は、フランス語圏アフリカ諸国における複数政党制への移

行及び民主化の動きに影響を与えたのであろうか。これには、常に二つの対立する考え方

が並存している。国際社会の環境の変化に大きな影響を受けたことを重要視する考え方と、

その影響は認めつつも、それは単に既に国内で胎動していた流れを確認したに過ぎないと

する考え方である。例えば、ミッテランのあの有名なラ・ボールでの「ラ・ボール宣言20」

も、民主化を進める内的運動を外部から確認し、容認したに過ぎないと考えるのである21。

何れにしても、フランス語圏アフリカ諸国の民主化も他のアフリカ諸国の民主化と同様に

内的要因と外的要因が呼応する形で混ざり合って展開されたと考えるべきであろう。事実、

政治危機が激しかった国では、民主主義的解放は、政権党のコントロールから逃れ得た。

著しい国内資源を有し、フランスの積極的な支援を享受した政権によって統治された国で

は、大きな変化は起きなかった。 

 

（６）選挙監視 

民主化の過程の中心にあるのは、普通選挙制に基づく代表制である。公正な競争原理を

用いた選挙オペレーションの管理、監視、コントロールを所掌とする組織が作られた。選

挙管理委員会が大きな役割を果たすこともあった。選挙管理委員会は二種類に大別される。

第一の種類は、行政機構から独立し、選挙人のリストの作成及び登録から、選挙の結果発

表及び選挙後の係争の解決など選挙オペレーション全体に責任を有する機関である。ベナ

ン、ブルキナ・ファソ、ニジェール、マリにおける選挙管理委員会がその範疇に属する。

一方、選挙のコントロールと監視機能を担う諮問的選挙管理委員会が存在する。この場合、

国家の行政機構が、選挙オペレーションの直接のアクターとなる。セネガル、マダガスカ

ル、トーゴにおける選挙管理委員会がこれである。 

時として、選挙管理委員会の法的且つ行政的ステータスが政争の焦点となることが多々

ある。カメルーンにおいて、2000年末に、ビヤ大統領の永遠の政敵、社会党のジョン・フ

ル・エンディは、独立した選挙管理委員会（Commission nationale électorale）の設立を

要求し、諮問的な権限しか有さない選挙監視所（Observatoire national des élections）の

政府による急場をしのぐ設置に異議を唱えていた。民主主義への移行プロセスのパイオニ

アであるベナンにおいても、選挙管理委員会の公平性に対する疑義に端を発した政争が繰

り広げられた。ベナンでは、2001年３月の大統領選挙の第二回投票において、ソグロが不

正を訴え、ボイコットをし、更にソグロ派と見なされる選挙管理委員会の数人のメンバー
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が辞職した。マリでは、選挙管理委員会の組織が遅れた為に、1997年４月の国民議会選挙

は無効となった。 

こうしたステータスの問題以上に、政治的コンテキストが重要であることは変わりない。

フランス語圏アフリカ諸国の民主化の過程で、フランス語圏アフリカ諸国に民主主義のサ

ブスタンス、自律及び効果ある役割を与えるためには、民主主義の構造を構築するだけで

は不十分なのである。民主主義の保証と機能は、政党、行政府、司法といった各アクター

や国民の民主主義的なルールと規範を尊重するという強い意思に裏打ちされていなければ

ならない。 

1990年代の始めより、国際選挙監視ミッションは、大きな成功を収めている。外部から

の視点、特に大抵の場合、法律の専門家による別の視点の獲得を可能にする。特にフラン

ス語圏アフリカ諸国の場合、フランコフォニ22国際組織が、重要な役割を果たしてきた。今

日、アフリカ諸国における選挙監視は、フランコフォニとOAU/AUの重要な活動の一つと

なっている。確かに、こうした選挙監視活動は、国家主権の侵害であると現地政権から批

判され得るが、国際的には認知され、真の正統性を獲得している。監視を要請しないと、

何かを隠しているのではないかと逆に疑われてしまうほど、国際選挙監視は、フランス語

圏アフリカ諸国を含むアフリカ諸国において普遍化しているのである。 

しかし、国際選挙監視の能力を過大評価することは出来ない。国際選挙監視は、部分的

には象徴的なものであるからである。ミッションの派遣が、問題になっている国及びその

選挙に対して、国際社会が重大な関心を持っていうということの証明になることもあるか

らである。 

また、選挙の準備や実施に関しては、近年、現地NGOや国際NGOも重要な役割を演じつ

つある。こうした現地NGOは、しばしば、国際援助機関から資金援助を受けているが、現

地の実情に通じているのみならず、現地人の感情も理解しており、極めて有効である。現

地のNGOの活動と国際選挙監視ミッションの活動とは相互補完的である。なお、NGOも千

差万別であり、政権に与し、選挙妨害を故意に行うNGOも存在することも忘れてはならな

い。 

 

（７）多元主義的政治アクターとエスニシティー 

民族的自己同一性や帰属意識は、民主主義の定着にとって障害となるであろうか。民族

自己同一性は、単に、アフリカ諸国の国家の脆弱性の産物なのであろうか。民族など存在

しないと言うことが問題なのではなく、ある種の時代に現れるその歴史的な構築が問題な
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のである。たとえば、ある民族の名前を文字で策定すると、その民族の記載で身分証明書

が作られる23。如何なる分類の努力も、ある一つの特別のアイデンティティを与えることや

他の異なるアクターの目に異なる民族を存在させることに貢献するのである24。言い換えれ

ば、エスニシティーは、常に、歴史的に、且つ政治的に分類されてきたのである。アフリ

カの国家は、同時に強く、脆弱である。独裁体制では、粗暴であり、福祉国家ではなく福

祉を提供できないという面で脆弱である。アフリカ諸国においては、国家は、搾取し、再

分配する捕食の装置として君臨する。再分配する機構の中心にいなければならない。国家

は、その富の再分配機構の中心にいるある種の部族勢力に侵食されているのである25。 

多元主義的政治は、政治闘争において、アイデンティティや民族や宗教などに関する論

拠や議論を敷衍させた。こうした論拠は、新たな政党が、その社会基盤を簡単に広げるこ

とを可能にした。というのも、複数政党制の導入は、長い独裁政権以後、政治的な議論を

開放し、可能にしたが、多くのミニ政党も出現せしめたからである26。こうしたミニ政党の

噴出より、機能を有した政党を組織し、アフリカ諸国における民主主義の定着を可能にす

るために、行政府による政党助成金の設置を主張するものもいる。政党助成金を少ない国

家予算から捻出するよりは、野党勢力の立憲化、野党の権利の容認、野党のリーダーの任

命、野党議員の国政調査権など制度的な側面を強化していくほうがアフリカ諸国において

は適しているであろう。フランコフォニが、1999年11月に「モンクトン宣言」で提案した

野党モデルは、こうした能力が制度的に容認された議会の野党勢力のことである。 

フランス語圏アフリカ諸国において、1990年代以降、新たな政治アクターが出現してき

ていることは、特筆に値する。宗教家、ジャーナリスト、自由職業、弁護士などである。

以前は、フランス語圏アフリカ諸国の指導者の殆どが、軍人、高級官僚、大学教授、組合

運動家などであったからである。こうした新たな政治アクターが、非政府アクターの代表

として、アフリカ諸国の「市民社会」の根を育成するようになることが望ましい。 

 

５．おわりに＝総括 

アフリカ諸国に民主主義を定着させるためには如何なる方法が考えられるのであろうか。

民主主義とは、やはり、政治的アカウンタビリティが第一義的に選挙と議会による行政府

の監督を通じ果たされる1つの政治システムである。しかし、選挙と議会の構造や制度、そ

れ自体が、確固たる政治的アカウンタビリティのシステムを保証するものではないことは、

フランス語圏アフリカ諸国における制度の「移植」の問題でも明らかである。 

政治的アカウンタビリティのあるシステムとは、政治的且つ社会的な意思決定の場に、
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「市民社会」や民衆が参加できるシステムである。 

こうしたシステムが構築できる為には、援助は必要である。アフリカ諸国に民主主義が

定着するよう援助は続けていかなければならないであろう。それは、独立独歩の自発的な

イニシアティブを助けるための援助でなければならない。民主主義を押し付けたり、内政

に介入し、構造調整策のように、コンディショナリティーを呈示するのではない。救いの

手を差し伸べるのである。彼らの独立独歩の精神（self-reliance）とオーナーシップに対し

て。 
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